
 
令和６年１０月１日 

 
32 の企業・団体が日本遺産オフィシャルパートナーとなりました。 

引き続き、日本遺産オフィシャルパートナーを募集中です。 
 

９月 27 日、ツーリズム EXPOジャパン 2024において、「日本遺産オフィシャルパートナーシッププログ

ラム締結式（第１回）」を開催し、32 の企業・団体が日本遺産オフィシャルパートナーとなりました。 

文化庁と締結企業・団体とで相互に協力し、日本遺産地域の活性化に向けて取り組んでまいります。 

 

１．趣旨 

本プログラムは、文化庁と企業等が相互に協力し、我が国の文化・伝統の魅力を国内外に向けて発

信し、日本遺産ストーリーの体験・体感につなげることで、我が国の有形・無形の魅力ある文化資源

への理解を深めるとともに、日本遺産地域の活性化を図ることを目的とするものです。 

          

２．日本遺産オフィシャルパートナーシッププログラム概要 

別紙１のとおり 

 

３．日本遺産オフィシャルパートナーシップ締結企業・団体 

別紙２のとおり 

 

４．日本遺産オフィシャルパートナーの募集について 

日本遺産オフィシャルパートナーとなっていただける企業・団体を引き続き募集しております。 

締結を希望される企業・団体は、令和 6年 12月 20日までに文化庁にご申請ください。 

詳細は、日本遺産ポータルサイトをご覧ください。 

日本遺産ポータルサイト〈https://japan-heritage.bunka.go.jp/ja/official-partners/〉 

 

都倉長官挨拶 
全体集合写真 

＜担当＞ 

文化庁参事官（文化拠点担当付） 

三木、丸川、山西、早田、松本、笠井 

電話：03-5253-4111（代表／内線 4909） 

https://japan-heritage.bunka.go.jp/ja/official-partners/


⽇本遺産オフィシャルパートナーシッププログラムについて

〇 地域の歴史的魅⼒や特⾊を通じて我が国の⽂化・伝統を語るストーリーを「⽇本遺産（Japan Heritage）」として認定。
ストーリーを語る上で不可⽋な魅⼒ある有形・無形の⽂化財群を地域が主体となって総合的に整備・活⽤し、国内外に戦略的に発
信することにより、地域の活性化・観光振興を図ることを⽬的とする。

〇 ⽇本遺産については、2020年度までに100件程度の認定を⽬指し、2020年6⽉の認定をもって104件。
認定件数は当⾯の間、100件程度とするこれまでの認定⽅針を堅持することとなっている。

〇 令和3年度より、新たに「候補地域」、「総括評価・継続審査」の仕組みを導⼊。⽇本遺産全体の底上げ、ブランド⼒の強化を図っ
ている。

⽇本遺産（Japan Heritage）とは

⽇本遺産オフィシャルパートナーシップについて
○ ⽂化庁と企業・団体が相互に協⼒し、⽇本各地の⽇本遺産地域の活性化につなげる。
○ 企業・団体は、パートナーシップが締結された場合、⽇本遺産のロゴマークを無償で使⽤することができる。
○ ⽇本遺産は、地域の⽂化を体現したストーリーであり、それに対する取組は、CSRやSDGsに寄与する。

⽇本遺産の魅⼒発信に
係る取組案の提出

パートナーシップを締結するためには？

要件に該当すると認められた
時、パートナーシップを締結

企業・団体

パートナー企業・団体における取組のイメージ

令和6年5⽉7⽇ 募集開始
令和6年7⽉31⽇ 第1回募集締め切り
令和6年8⽉末 採否連絡
令和6年9⽉27日 第1回締結式

令和6年12⽉20日 第2回募集締め切り
令和7年1⽉中旬 採否連絡
令和7年2⽉中旬 第2回締結式

• 社内報等で社員に対して⽇本遺産の魅⼒を紹介
• Webページや公式SNSで⽇本遺産の魅⼒を発信

など

スケジュール

歴史と生きる、日本を紡ぐ

【参考】⽇本遺産ロゴマーク



日本遺産オフィシャルパートナーシップ締結企業・団体一覧（五十音順）

企業・団体名 企業・団体名

１ イオンリテール株式会社 １７ 一般社団法人 日本遺産普及協会

２ 株式会社 エイチ・アイ・エス １８ 公益社団法人 日本観光振興協会

３ 小田急電鉄株式会社 １９ 日本航空株式会社（JAL）

４ キヤノンマーケティングジャパン株式会社 ２０ 一般社団法人 日本自動車連盟（JAF）

５ 九州旅客鉄道株式会社（ＪＲ九州） ２１ 公益財団法人 日本城郭協会

６ 株式会社 クニエ ２２ 公益財団法人 日本博物館協会

７ KNT-CTホールディングス株式会社 ２３ 株式会社 日本旅行

８ 株式会社 ＪＴＢ ２４ 一般社団法人 日本旅行業協会（JATA）

９ 四国旅客鉄道株式会社（ＪＲ四国） ２５ 野村證券株式会社

１０ 首都高速道路株式会社 ２６ 株式会社浜倉的商店製作所

１１ 全日本空輸株式会社（ANA） ２７ 株式会社阪急交通社

１２ 株式会社 ＴＢＳスパークル ２８ 阪神高速道路株式会社

１３ 東急ホテルズ ＆リゾーツ株式会社 ２９ 東日本旅客鉄道株式会社（ＪＲ東日本）

１４ 東武トップツアーズ株式会社 ３０ 本州四国連絡高速道路株式会社

１５ 西日本高速道路株式会社 ３１ 楽天グループ株式会社

１６ 西日本旅客鉄道株式会社（ＪＲ西日本） ３２ 歴史街道推進協議会

別紙２
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